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憲法改悪阻止各界連絡会議第４２回総会


　はじめに

　戦前の暗黒政治と侵略戦争への深い反省に立って日本国憲法が施行されてから60年、この憲法の平和と民主主義の精神は国民の中に深く根をおろしています。しかし、昨年９月に発足した安倍政権は、この憲法を「敗戦国としての連合国に対する“詫び証文”」とおとしめ、「戦後レジームからの脱却」をとなえて明文・解釈両面から憲法改定の企てを強め、当面、参院選の公約に掲げるなどして世論をもりあげ、首相としての任期内に改憲を実現するとしています。世界的規模で展開している「米軍再編」の最重要拠点の一つとして、日本を「戦争をする国」にしようとしているアメリカの要求や、「国際競争力の強化」を叫んでますます横暴に国民の生活と権利を破壊しようとする財界の要求に、稀に見る忠誠さをもって応えるためです。こうした基本姿勢に加え、発足後半年にもならない間に、国会内の多数のおごりがもたらす政権党の腐敗・堕落ぶりもつぎつぎと明らかとなって、安倍内閣と国民との矛盾は深刻化の一途をたどり、安倍内閣に対する支持率の急速な低下となってあらわれています。

　憲法会議はこの一年、学習資料の普及やシンポジウムの開催などによって、自民党や民主党の改憲案を批判するとともに、日本国憲法の先駆的・先進的な内容に確信を深める学習・宣伝活動を草の根へと広げてきました。また、草の根の組織が6000を超えて発展しつづける「九条の会」運動の一翼を担うとともに、「５・３憲法集会実行委員会」など団体間の共同を着実に前進させるために奮闘してきました。

憲法改悪の動きが戦後最大の規模をもってさらに強められつつあるいま、憲法会議には、その存在意義をかけたたたかいが求められています。

一．集団的自衛権行使の道をさぐる明文改憲、解釈改憲の動き

【１】　安倍首相は、歴代自民党首相のなかで初めて、自らの任期（３年×２期）中に憲法改定を実現することを表明し、その手始めとして改憲手続き法案を5月3日までに成立させることに強い執念を燃やしています。国民投票法案を成立させることによって改憲論議を現実味のあるものとして盛り上げ、また、国会法を改定し、法案提案権をもたない憲法調査会にかわって改憲案発議権をもつ憲法審査会を国会に設置し、具体的な改憲案論議を可能にしようといものです。

　こんにちの憲法改定の企てが、「海外で戦争をする国」をめざし、九条改憲による集団的自衛権の行使をその最大の焦点としていることは明白です。そのため、安倍首相は防衛庁を防衛省に昇格させ、海外派兵を自衛隊の「付随的任務」から「本来任務」に格上げすることを強行し、海外派兵のための恒久法制定をめざすなど、つぎつぎとその布石をうっています。また、地方自治体の国民保護法制づくりを促進するなど、国民をこうした戦争に動員する体制づくりもすすめています。

しかし、安倍首相の突出したタカ派ぶりを示すのは、こうしたなかで憲法９条の改定以前にも、従来の政府解釈変更し、現在の日本国憲法のもとでも集団的自衛権行使への突破口を開こうとしていることです。そのため、政府部内はもとより、自民党や防衛省の外郭団体での「研究」の名目による地ならしが多面的に開始されています。

安倍首相のこうした姿勢は波紋を広げています。当面、９条２項と96条の改定を急ぐべきとする経団連は、「優先政策事項」の一つに「新憲法の制定」を掲げ、安倍内閣を支持して改憲を推進する立場を公然化させています。しかも、憲法改悪に向けた政党の取り組みの強弱を政治献金額決定の基準にすえるなど、国の最高法規である憲法を金で左右しようとしていることは、国民主権の原則にたいする重大な挑戦といわなければなりません。また、自民党、民主党の議員やOBで構成する自主憲法期成議員同盟は、新たに中曽根元首相を会長にすえ、動きを活発化させようとしており、自民党の右派議員でつくる「日本の前途と歴史教育を考える議員の会」も「従軍慰安婦」に関する「河野談話」見直しなどを求めて蠢動を強めています。

　権力監視の使命を投げ捨て、改憲論議に同調する立場を鮮明にしてきている大手マスコミへの批判も重要になっています。

　【２】　安倍首相が、集団的自衛権行使の理由としてあげているのは、「日米同盟がより効果的に機能」させることです。それは、アメリカが冷戦後の新たな世界支配の体制を確立するためにすすめている「米軍再編」に、全面的に参加・協力していくためにほかなりません。そのため2月に発表された第２次アーミテージ報告は、あらためて憲法改定や自衛隊の海外派兵に向けた恒久法の制定を求めています。

　アメリカはいま、ソ連などの「仮想敵」に向けて基地や部隊を配置する世界戦略をあらため、国際テロ組織や大量破壊兵器をもつ地域の覇権国家出現にそなえ、地球上のどこへでも迅速に部隊を派遣できる体制づくりをすすめています。そのため世界の多くの地域から米軍を削減し、展開能力の高い新たな部隊編成をすすめています。

このアメリカの新戦略のなかで、太平洋全域に展開できる地理的条件をそなえている日本は、出撃基地として、また本国からの部隊の中継基地としてもっとも重要な拠点のひとつとされています。そのため、高度な修理能力をもつ横須賀の原子力空母母港化や、岩国への空母艦載機の配備、沖縄の新基地建設など出撃基地としての機能強化がはかられるだけでなく、太平洋地域での作戦を指揮する司令機能もおかれることになりました。

さらにアメリカが日本を重視しているのは、日本政府の類例を見ない対米追随の姿勢です。安倍内閣は、アメリカ国内ですら批判が高まっているブッシュ政権のイラク増派計画にいち早く支持を表明しているだけでなく、自衛隊の軍事力も、日本の発達した科学技術も、そして「再編」に必要な経費も、全面的に「米軍再編」のために役立てる意思を表明しています。すでに、共同訓練、基地の共同使用など日米の軍事一体化がすすめられ、自衛隊が全面的にアメリカの作戦行動に対応できるようにするため、自衛隊に「中央即応連隊」など展開能力の高い部隊を新設したり、陸海空自衛隊の統合運用の体制をすすめられています。このほか、グアムへの米軍移転、新基地建設の費用や基地周辺の被害補償費用等も、日本の負担でおこなうこととなっています。

憲法の解釈変更にともなう集団的自衛権行使の「検討項目」には、米艦艇の護衛やアメリカに向かうかもしれないミサイルの迎撃があげられているのは、日米同盟が文字どおり「血の同盟」に変質しつつあることを示すものです。

【３】　安倍内閣の改憲策動の決定的な矛盾は、それが国民の平和への願いにも、紛争の平和的解決をめざす世界の大勢にも逆行するものであることです。

発足後２年半余で、「九条の会」が６０００を超える地域や職場、分野で政治的社会的立場を超えて広がっていることは、国民の９条擁護のエネルギーの大きさを示しています。中山太郎・衆院憲法調査特別委会長が海外調査におもむいたポーランドでまで「九条の会」を話題にするなど、その動きは改憲勢力にとっても注目せざるをえないものとなっています。

世論調査でも、９条改憲に賛成が39.3 ％であるのにたいし、反対が53.5％(「読売新聞」06年４月４日)と、共通して反対が多数を占めています。しかも、「９条は変えない」の４７.７％は０５年調査との比較で７.１ポイントアップしているのにたいし、「改正する」３７.９％は０５年調査との比較で７.９ポイントダウンしていることにみられるように、「９条守れ」の運動の高揚が明確に反映してきています（「静岡新聞」07年１月４日）。

国際社会の平和への流れも顕著です。昨年11月におこなわれたアメリカの中間選挙では、アメリカ国内でもイラク戦争反対が多数派であることが証明されました。そして、紛争は武力ではなく平和的に解決を、の流れはますます世界に広がっています。北朝鮮の核実験にたいし、国際社会が冷静さをもって対応し六カ国協議による平和的解決を求めたのもそのあらわれです。そしていまや、地域の平和共同体は、まさに地球をおおいつつあります。「武力による威嚇又は武力の行使」を慎むことを約束した東南アジア友好協力条約（ＴＡＣ）はその加盟国の人口合計が世界の総人口の53％に達し、南米12カ国のすべてが加盟する南米諸国共同体（ＣＳＮ）、世界最大の53の国と地域が参加するアフリカ連合（ＡＵ）がこれにつづいています。日本国憲法第９条はこうした国々の目標となってきており、１月２０日～２５日、ケニア・ナイロビで開かれた世界社会フォーラムでは、戦争のない世界への先がけとして、平和の規範として９条の役割が注目されました。

こうした世界の流れのなかで9条改憲による「集団的自衛権の行使」や軍事力公認をめざすことは、まさに「時代遅れ」と言わざるをえません。

二、生活と権利への攻撃と深まる国民との矛盾

「構造改革」路線がもたらした生活や権利の破壊を、安倍内閣や財界は、「美しい国」（安倍首相）、「希望の国」（経団連）などと空虚な言葉で覆い隠しつつ、アメリカの要求に応え、国民にさらに負担を強いるとともに、「海外で戦争する国」の積極的な担い手となる人づくりをめざしています。

【1】安倍内閣がいま、そのためのもっとも重要な手段にしようとしているのが教育です。改悪教育基本法をテコに教育への国家介入を強め、全国一斉学力テスト、学校選択の自由化などによる競争の強化や、子どもに対する厳罰主義などをつうじ「愛国心」など国家に従順な「規範意識」を子どもにおしつけようというのです。また、教員免許更新制などによって教師をそうした教育の担い手にしようとしています。しかし、教育基本法の改悪に反対する保護者・教職員のたたかいは短期間に国民的な規模に広がり、国会内の力関係を乗り越えて政府・与党を追いつめました。そうしたなかで、「憲法は教育への国家的介入を抑制している」との最高裁大法廷の判断(「旭川学テ事件」1976年)は、多くの国民の共通の認識となってきています。さらに、昨年九月には、「思想・良心の自由を制約できるのは、他人の人権が著しく侵害された場合に限られる」と東京都における「日の丸・君が代」のおしつけを断罪する東京地裁判決がだされました。

内外の激しい批判にもかかわらず靖国神社参拝をつづけた小泉前首相以上に、安倍首相が侵略戦争への反省を欠く歴史認識の持ち主であることはこれまでの経歴が示しています。しかし、戦後50周年にあたっての「村山談話」、「従軍慰安婦」問題での「河野談話」を継承することを公式に表明しました。それがアジアからの孤立をまぬかれ、国民の批判をかわすための打算であっても、一国の首相として守るべき最低の立場であることはいうまでもありません。その姿勢を厳守することを今後ともきびしく監視しなければなりません。

　【２】　日本国憲法が保障する生存権や働く権利は、国家が憲法をもつようになって以来、多くの犠牲をはらった長期にわたるたたかいをつうじて確立されてきたものであり、人類社会の貴重な到達点を示すものとして日本国憲法のなかでも重要な位置をしめています。ところが安倍政権は、この生存権や働く権利の根本に攻撃を加え、実態のないものにしようとしています。

政府の弱者切り捨ての政策の下で、働いても生活保護以下の生活を余儀なくされているワーキング・プワが400万を超える世帯に広がり、生活保護制度も申請制限や給付額の切り下げによって形骸化され、高齢者や母子家庭をはじめ、若者、自営業者・農民とすべての階層へ貧困は拡大しています。とりわけ、発達した経済力をもちながら母一人子一人の母子家庭の貧困率はOECD(経済協力開発機構)平均の21.0％を大きく上まわる57.9％という異常な状況にあります。

しかも、07年度から定率減税廃止による所得税・住民税の負担増、連動する国保料、介護保険料などの値上げ、さらに消費税増税の企てなど、税制にもとづく所得再配分は否定され、国民いじめの悪政がいっそう進行しようとしています。

　自治体構造改革のもとで、住民の暮らしを守る基礎単位としての地方自治体の機能も失われようとしています。政府主導による市町村合併は、多くの地域で周辺部の過疎化や旧市町村の独自の施策の廃止・縮小、公共料金の値上げなどをもたらしています。また、行革推進法にもとづく福祉の切捨て、職員定数の大幅な削減、自治体業務の民営化も、自治体財源の大幅削減とあいまって住民の暮らしを守る地方自治体の役割を後退させています。

　こうしたなかで、ビラまきなどの言論・表現活動や正当な選挙活動に対する弾圧が強められ、共謀罪新設のしつような動きもつづけられています。

一方、大企業には異常といえるほど、手厚い保護措置がとられています。さまざまな減税措置だけではありません。「労働ビックバン」を求める財界の強い要求を受け、労働諸法制の大改悪が企てられ、見せかけの労使対等を前提とした労働契約法の創設などがめざされています。むきだしの大企業優遇のこうした政治が、財界の作成した政策評価を基準とした企業献金と密接に結びついていることを厳しく批判しなければなりません。

こうしたなかで、なお予断を許さない状況にはあるものの、時間外手当ゼロと長時間ただ働きを合法化する自律的労働時間制（ホワイトカラー・エグゼンプション）導入の企てにたいし、またたくまに労働者の怒りが広がり、さらに「サービス残業」是正や「偽装請負」是正など闘いの一定の成果もあらわれています。人間らしい労働のルールを確立するたたかいはますます切実なものとして展開されています。

三、国民の過半数獲得に向けた綱引き

【１】　憲法の改定が戦後史のなかでも最も現実味をもって語られているのは、自民・民主・公明の各党が、戦力の公然たる保持と海外での武力行使容認という９条改憲の方向について大筋で一致し、改憲発議に必要な３分の２議席確保という第１のハードルを超える条件が整ってきたことによります。そして、改憲手続法案をめぐる共同の作業も、「本体の『トライアル』（試行）なんですよ。本体の憲法改正をやるとき、現場からの積み重ねで合意を形成しておかないと」（枝野幸男・民主党憲法調査会長、一月一日「毎日」）との発言にみられるように、改憲に向けて協力しあうことを確認する第一歩ととられています。

　しかし、改憲勢力にとって、第２のハードルである国民投票における過半数獲得という大きな壁がたちはだかっています。どの世論調査結果をみても９条改憲には反対という世論が多数であり、安倍内閣に期待する政策課題として改憲をあげる世論にいたっては３～７％にとどまっています。そのため「北朝鮮脅威」から「おしつけ憲法」「憲法は古くなった」などデマとすり替えの大キャンペーンで世論の転換をはかろうとしています。同時に、40％の投票率で５％の無効票が出た場合には有権者の10％台の賛成であっても改憲が成立することや、公務員や教育者の国民投票運動を規制する一方で有料のＣＭをほとんど野放しにして国民の意思の反映を妨げるなど改憲手続き法案の人為的操作によってハードルを下げることがもくろまれています。

【２】　こうした攻撃を跳ね返し、９条改憲を阻止するもっとも確実な保障は、９条改憲に反対する過半数の世論を結集することにあります。

全国で6000を超えた「九条の会」の運動は、その要をなすものです。それは、第1に、この運動には従来の「護憲派」と言われた革新勢力だけではなく、広範な保守勢力も憲法９条を守る共同の意思を表明し、参加してきているからです。第２に、「九条の会アピール」を支持する組織が全国の職場・地域・学園・分野の草の根に広がっており、改憲キャンペーンをはねかえし、憲法の先駆性・先進性への確信を深める学習や対話を日常的に展開していることです。戦後の歴史の中で経験したことのない「九条の会」運動の発展は改憲阻止運動の大きなカギをにぎっているといっても過言ではありません。

　同時に、労働組合や民主団体がそれぞれの独自の要求と結びつけつつ、憲法をいかし改憲に反対する運動を強めることは、情勢に即応した統一的な課題を掲げた運動を、機敏に全国的に展開していくために欠かすことはできません。それはまた、「九条の会」などの運動の基盤を広げ、「５・３憲法集会実行委員会」など団体間の共同を推進する力ともなります。

四、憲法会議の強化

【１】　憲法会議は発足いらい、①憲法問題についての学習・宣伝、②集会・デモなどの統一行動の組織、③他団体との共同の推進、などの活動を展開してきました。

　そして憲法会議はいま、憲法公布60周年の06年11月から07年５月までを、「憲法60周年学習宣伝強化期間」に設定しています。発表されている自民党や公明党、民主党の改憲構想への批判を徹底するとともに、日本国憲法の先駆的・先進的内容への確信を深める絶好の機会です。同時に、政府のこれまでの憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使をめざすなどの新たな動きにも敏速に対応し、学習・宣伝活動の先頭にたつという、憲法会議に課せられた独自の任務をはたしていく新た出発点としなければなりません。また、憲法研究者などの専門家を結集している利点を生かし、すでに各地で取り組まれている憲法学校や「５・３」「11・３」の行事をさらに創意をこらししつつ発展させ、講師要請などにも積極的に対応していくことが求められています。

　同時に、「５・３憲法集会実行委員会」、「九条の会」など、これまで経験したことのない共同が実現しつつあるいま、その発展をめざして努力することもきわめて重要な憲法会議の任務です。

【２】　憲法改悪の企ては思想攻撃や法制度の改悪など、ますます多面的に展開されています。つねに過半数世論の結集という大きな目標を掲げながら、これらに敏速に対応していくことがますます重要になっています。そのため中央憲法会議は事務局体制を強化するとともに機関会議の運営に創意をこらし、充実した意思統一の場としていくことをめざします。

そのための財政の確立も急務です。第一に、個人会員制度を活用し、憲法会議の果たしている役割を訴え、大胆に個人会員を増やす活動を展開します。第二に、小規模ながら着実に増えている『月刊憲法運動』の定期読者を、この雑誌がこんにちの情勢の中で果たす役割を明らかにしつつ、飛躍的に拡大していきます。第三に、出版活動の強化を柱に、情勢にふさわしい宣伝・学習資材を作成し、これを財政活動にも役立てていくこととします。

　むすび

安倍首相のいう「戦後レジームからの脱却」は、憲法会議の立場からは「戦後史をかけたたたかい」ということになります。それは改憲案や改憲キャンペーンとのたたかいをつうじ、もう一度日本国憲法が掲げる平和と民主主義の原則の意義を学びなおし、政治や社会に生かしていくたたかいです。このたたかいが憲法が生きる21世紀への社会的基盤を拡大するものであることはいうまでもありません。まさに憲法施行60周年を記念するにふさわしいたたかいです。
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